
総社市告示第７７号 

 

総社市病院施設整備補助金交付要綱を次のとおり定める。 

 

令和４年６月２４日 

 

総社市長 片  岡 聡  一 

 

総社市病院施設整備補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，市民が住み慣れた地域で安心して生活できるよう，市内において医療提供体制の

向上を図るため，市の拠点として必要な医療機能を提供する医療施設を整備する者に対し，予算の範

囲内で総社市病院施設整備補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて，必要な事項

を定めるものとする。 

（交付対象者） 

第２条 補助金の交付対象となる者（以下「交付対象者」という。）は，令和４年１０月１日において，

市内で病院（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院をいう。）を運

営している者とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は，市が求める医療機能（以下「対

象機能」という。）を有する医療施設の整備とし，当該対象機能については，別表第１及び別表第２

に定めるものとする。この場合において，整備する医療施設には，別表第１に掲げる対象機能を必ず

設けなければならない。 

（補助金額等） 

第４条 補助対象経費及び補助金額は，別表第３のとおりとする。 

２ 補助金額は，補助対象経費ごとに算出した額の合計額とし，上限は１０億円とする。ただし，算出

した額に１，０００円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。 

３ 補助金の交付は，１交付対象者につき１回限りとする。 
（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は，総社市病院施設整備補助金交付申請書に，次に掲げる書

類を添えて，市長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 収支予算書 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第６条 市長は，補助金の交付の申請があったときは，その内容を審査し，補助金を交付すべきものと

認めたときは，総社市病院施設整備補助金交付決定通知書により，当該申請者（以下「補助事業者」

という。）に通知するものとする。この場合において，市長は，補助金の交付の目的を達成するため

に必要な条件を付すことができる。 

（事業内容の変更） 

第７条 補助事業者は，補助事業の内容を変更しようとするときは，総社市病院施設整備補助金変更承

認申請書を市長に提出し，承認を受けなければならない。 

（変更の承認） 

第８条 市長は，補助事業者から前条に規定する変更承認申請があったときは，その内容を審査し，適

当であると認めたときは，総社市病院施設整備補助金変更承認通知書により，補助事業者に通知する

ものとする。 

（報告及び調査） 

第９条 市長は，補助事業の円滑適正な執行を図るために必要があると認めるときは，補助事業者に対

して補助事業の執行状況に関し報告を求め，又はその職員に，医療施設に立ち入り，帳簿書類その他

の物件を調査させ，若しくは関係者に質問することができる。 

２ 市長は，補助事業が完了した後において，補助金の交付の決定内容又はこれに付した条件に違反し

ていないことを確認する必要があると認めるときは，前項に規定する報告を求め，その内容を調査す



ることができる。 

３ 補助事業者は，前２項に規定する調査等に協力しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は，補助事業が完了したときは，速やかに総社市病院施設整備補助事業実績報告

書に，次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなければならない。 

(１) 事業成績書 

(２) 収支決算書 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は，事業実績報告書の審査及び必要に応じて行う実地検査等により，補助事業が交付決

定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは，速やかに交付すべき補助金の額を確定す

るものとする。 

２ 市長は，前項の規定により補助金の額を確定したときは，総社市病院施設整備補助金交付額確定通

知書により，補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 前条第２項の規定による通知を受けた補助事業者は，補助金の支払を受けようとするときは，

総社市病院施設整備補助金請求書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，補助事業者から前項の規定による請求があったときは，速やかに補助金を支払わなければ

ならない。 

（遵守事項） 

第１３条 補助事業者は，対象機能を確実に提供する体制を維持するとともに，地域の医療機関等との

連携を積極的に推進し，市内における医療提供体制の向上に努めなければならない。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１４条 市長は，補助事業者が，次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) その他補助金の交付の決定内容，これに付した条件その他法令又はこの要綱に違反したとき。 

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは，その取消しに係る全部又は一部

について既に補助金が交付されているときは，期限を定めて速やかに返還を命ずるものとする。 

（財産処分の制限） 

第１５条 補助事業者が，補助事業により取得し，若しくは効用を増加した財産を補助金の交付の目的

に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，又は担保に供しようとするときは，あらかじめ市長の

承認を受けなければならない。 

（書類の整備） 

第１６条 補助事業者は，補助事業に係る帳簿及び証拠書類を備え，補助事業の完了の日の属する年度

の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第１７条 補助金の交付に関しては，この要綱に定めるもののほか，総社市補助金等交付要綱（平成１

７年総社市告示第６号）に定めるところによる。 

２ この要綱に定めるもののほか，必要な事項及び様式は，市長が別に定める。 

附 則 

 この告示は，公布の日から施行する。 

 附 則 
この告示は，令和４年１０月１日から施行する。 

 

  



別表第１（第３条関係） 

対象機能 対象機能の内容 

２次救急医療機能 救急病院等を定める省令（昭和 39 年厚生省令第 8号）に基づき，

岡山県知事が告示している病院であって，救急隊により直接搬送さ

れる，又は初期救急医療機関から転送される傷病者への初期診療及

び応急処置を行い，必要に応じて入院治療を行う病床を有する施設

機能をいう。 

回復期リハビリテーション機能 急性期を経過した患者のＡＤＬの向上若しくは在宅復帰を目的

としたリハビリテーション又は医療を行い，厚生労働大臣が定める

回復期リハビリテーション病棟入院料又は地域包括ケア病棟入院

料の施設基準を満たす病床を有する施設機能をいう。 

地域連携室 医療施設及び介護施設への連絡等により，円滑な通院，入退院及

び転院を支援する施設機能をいう。 

 

別表第２（第３条関係） 

対象機能 対象機能の内容 

緩和ケア機能 がんその他の悪性新生物等による心身の痛みを和らげる治療，処

置等（がん等の積極的治療を含む。）を行う施設機能をいう。 

災害拠点機能 災害時に備えた病院自体の強靭化を図り，市が行う災害対応に協

力するとともに，市内のトリアージ拠点として，傷病者や広域搬送

への対応を行う施設機能をいう。 

健診センター機能 健康診査並びに胃がん，大腸がん，肺がん，子宮がん及び乳がん

を含むがん検診等の検査を行う施設機能をいう。 

 

別表第３（第４条関係） 

補助対象経費 補助金額 

医療施設の新築，改築又は増築

に伴う工事費用のうち，対象機能

の用に供する部分に要する費用 

医療施設の工事費用に，当該医療施設の総面積に対する対象機

能の用に供する部分の面積割合を乗じて得た額。この場合におい

て，対象機能の用に供する部分の面積の積算は，次のとおりとする。 

 (1) 医療施設のうち，主として対象機能の用に供する部分の面積

は，当該面積×10/10 の面積とする。 

 (2) 医療施設のうち，対象機能の用に供する部分の面積（（1）に

該当する部分を除く。）は，当該面積×1/2 の面積とする。 

整備した医療施設において，対

象機能を提供するために必要と

なる医療機器（500 万円以上のも

のに限る。）の購入費用 

補助対象経費に 1/2を乗じて得た額 

 


